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Ｑ　
社
会
保
険
の
適
用
範
囲
の
拡
大
に
よ
る
加

入
要
件
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い
。

Ａ　
こ
れ
ま
で
短
時
間
労
働
者
は
、
１
週
間
の

所
定
労
働
時
間
お
よ
び
１
カ
月
の
所
定
労
働

日
数
が
常
時
雇
用
者
の
４
分
の
３
以
上
で
あ

る
者
が
社
会
保
険
の
加
入
要
件
と
さ
れ
て
い

ま
し
た
。
２
０
２
４
年
10
月
か
ら
法
改
正
に

よ
っ
て
、
短
時
間
労
働
者
に
対
す
る
社
会
保

険
の
加
入
要
件
は
さ
ら
に
拡
大
す
る
こ
と
が

決
ま
っ
て
い
ま
す
。
次
の
①
か
ら
⑤
ま
で
の

す
べ
て
の
要
件
を
満
た
す
方
が
適
用
対
象
と

な
り
ま
す
。

　
①
従
業
員
数
50
人
超
（
51
人
以
上
）
規
模

　
②
週
の
所
定
労
働
時
間
20
時
間
以
上

　
③
雇
用
期
間
２
カ
月
超
が
見
込
ま
れ
る

　

④
賃
金
月
額
が
８
・
８
万
円
以
上
（
年
収

　
　
１
０
６
万
円
以
上
）

　
⑤
学
生
で
な
い
こ
と

　
　

社
会
保
険
の
適
用
範
囲
の
拡
大
に
伴
い
、

資
格
取
得
手
続
き
や
給
与
支
払
い
の
際
に
社

会
保
険
料
の
控
除
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

　
従
業
員
雇
用
時
の
労
働
条
件
の
明
示
や
、
社

会
保
険
の
適
用
に
関
し
て
不
明
な
部
分
が
あ
れ

ば
、
仙
台
商
工
会
議
所
の
窓
口
専
門
家
等
へ
の

相
談
や
、
厚
生
労
働
省
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
確

認
す
る
な
ど
し
て
、
し
っ
か
り
と
対
応
し
て
い

き
ま
し
ょ
う
。

上
限
を
記
載
し
ま
す
。

　
　
「
無
期
転
換
申
込
権
」
が
発
生
す
る
更
新

の
タ
イ
ミ
ン
グ
ご
と
に
、
無
期
転
換
を
申
し

込
む
こ
と
が
で
き
る
旨
（
無
期
転
換
申
込
機

会
）
の
明
示
が
必
要
に
な
り
ま
す
。

Ｑ　
無
期
転
換
申
込
権
と
は
何
で
す
か
？

Ａ　
次
の
①
か
ら
③
ま
で
の
要
件
を
満
た
す
有

期
契
約
労
働
者
が
、
無
期
転
換
申
込
権
を
行

使
で
き
ま
す
。「
①
同
一
の
使
用
者
と
の
間
に

締
結
さ
れ
て
い
る
」「
②
２
回
以
上
の
有
期
労

働
契
約
が
あ
る
」「
③
通
算
契
約
期
間
が
５
年

を
超
え
て
い
る
」
こ
の
よ
う
な
場
合
に
は
、

有
期
契
約
労
働
者
は
、
使
用
者
に
対
し
て
、

期
間
の
定
め
の
な
い
労
働
契
約
（
以
下
、
無

期
労
働
契
約
）
へ
の
転
換
を
申
し
込
む
こ
と

が
で
き
、
そ
の
場
合
は
無
期
労
働
契
約
に
転

換
し
ま
す
（
図
参
照
）。
労
働
者
が
申
し
込

め
ば
、
使
用
者
の
意
思
に
関
わ
り
な
く
無
期

労
働
契
約
に
転
換
し
ま
す
。
し
た
が
っ
て
使

用
者
は
労
働
者
か
ら
の
申
し
込
み
を
拒
む
こ

と
は
で
き
ま
せ
ん
。

【
回
答
】
当
所
窓
口
専
門
家

誌上相談室 Q＆A　使用者は労働契約を締結する際に労働者に
対して労働条件を明示しなければなりません。
2024年4月からの改正により、新たに明示事項
が追加されます。改正の目的としては労使間の
認識のズレや、有期契約労働者の無期転換をめ
ぐるトラブルを未然に防ぐことが挙げられます。
　また、2024年10月から社会保険の適用範囲
が拡大されます。適用範囲の拡大により、年金
財政の改善、将来の年金給付水準を向上させる
目的があり、現行の社会保険制度を時代に合っ
た制度にするために必要不可欠な改正です。

　
遊
佐
　
慎
一
郎
氏

【テーマ】

２０２４年から何が変わる？
労働条件明示ルールと
社会保険適用範囲拡大

Ｑ　

２
０
２
４
年
４
月
か
ら
改
正
さ
れ
る
労
働

条
件
の
明
示
内
容
と
は
何
で
す
か
？

Ａ　
従
前
か
ら
の
労
働
条
件
に
加
え
て
、
次
の

　
四
つ
の
項
目
が
追
加
さ
れ
ま
し
た
。

【
対
象
：
す
べ
て
の
労
働
者
】

①
就
業
場
所
・
業
務
の
変
更
の
範
囲

【
対
象
：
有
期
契
約
労
働
者
】

②
更
新
上
限
の
有
無
と
内
容

（
有
期
労
働
契
約
の
通
算
契
約
期
間
ま
た
は

更
新
回
数
の
上
限
）

＋
更
新
上
限
を
新
設
・
短
縮
す
る
場
合
、

そ
の
理
由
を
あ
ら
か
じ
め
説
明
す
る
こ
と

③
無
期
転
換
申
込
機
会

④
無
期
転
換
後
の
労
働
条
件

＋
無
期
転
換
後
の
労
働
条
件
を
決
定
す
る

に
当
た
り
、
他
の
正
社
員
等
と
の
バ
ラ
ン
ス

を
考
慮
し
た
事
項
の
説
明
に
努
め
る
こ
と

Ｑ　

ど
の
よ
う
に
記
載
し
た
ら
い
い
の
で
す

か
？

Ａ　
以
下
の
よ
う
な
記
載
例
に

な
り
ま
す（
下
記
二
次
元
コ
ー

ド
参
照
）。

　
　
就
業
場
所
・
業
務
内
容
の
変
更
の
範
囲
に

つ
い
て
は
、
将
来
の
キ
ャ
リ
ア
プ
ラ
ン
を
明

確
に
す
る
た
め
に
、
正
社
員
を
含
め
た
す
べ

て
の
労
働
者
に
明
示
す
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。
ま
た
、
雇
用
時
点
で
明
確
で
な
い
場
合

は
、
想
定
可
能
な
範
囲
ま
で
記
載
す
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。

　
　
更
新
上
限
の
有
無
と
内
容
は
、
有
期
労
働

契
約
の
通
算
契
約
期
間
ま
た
は
更
新
回
数
の

社
会
保
険
労
務
士・

司
法
書
士・行
政
書
士

引用元：厚生労働省ホームページ

図．無期転換申込権の発生時期
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労
働
条
件
明
示
の
改
正

Ⅱ

社
会
保
険
の
適
用
範
囲
の
拡
大

遊
佐
総
合
法
務
事
務
所
（
青
葉
区
上
杉
）
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